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第一東京弁護士会 全期会 規約 

 

施行 平成１５年７月２４日 

改正 平成１９年５月２９日 

平成２０年５月２７日 

平成２７年５月２０日 

平成２８年５月２０日 

令和３年１０月２９日 

令和６年５月２３日 

令和７年１月３０日 

 

第一章 総則 

第１条 本会は、第一東京弁護士会全期会と称する。 

第２条 本会は、会員相互の親睦と研鑽及び弁護士会の民主的運営と機能の充

実・改善をはかり、もって弁護士の使命の達成に寄与することを目的と

する。 

第３条 本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

（１）司法制度及び法令に関する調査、研究、改善及び建議 

（２）弁護士会会務運営の調査、研究、改善及び建議 

（３）各種人事の候補者の推薦 

（４）弁護士業務の調査、研究、改善及び建議 

（５）会員の厚生、文化及び広報のための活動 

（６）会員の親睦、互助及び連絡 

（７）その他本会の目的達成に必要な事項 

 

第二章 会員 

第４条 本会の会員は、第一東京弁護士会弁護士である会員にして本会に対し

入会申し込みをした者とする。 

第５条 会員は、本会に対し、所定の年会費を納入しなければならない。 

第６条 会員は、次のいずれかに該当する場合会員の資格を失う。 

（１）第一東京弁護士会の会員でなくなったとき 

（２）幹事長に対し書面で退会意思を表明したとき 

 

第三章 役員 

第７条 本会に次の役員を置く。 
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（１）幹事長   １人 

（２）副幹事長 １２人以内 

（３）常任幹事 ５０人以内 

（４）会計監事  ２人 

（５）幹事  ５００人以内 

（６）事務局長  １人 

（７）事務局次長 １０人以内 

第８条 幹事長、副幹事長、常任幹事及び会計監事は、会員の中から総会にお

いて選任する。 

２ 本会推薦の前年度の副会長、監事及び常議員会副議長は、幹事長、副

幹事長又は常任幹事のいずれかの候補となる。 

３ 事務局長、事務局次長及び幹事は、幹事長が会員の中から指名する。 

第９条 幹事長は、本会を代表し、会務を総理する。 

２ 副幹事長は、幹事長を補佐し、幹事長に事故があるときは予め定めた

順序に従いその職務を代行する。 

３ 常任幹事は、総務、企画、広報及び親睦の各職務を分担し、幹事長及

び副幹事長を補佐する。 

４ 会計監事は、会計を監査し、その結果を定時総会において報告するも

のとし、必要に応じ執行部会に出席し、監査に関する意見を述べること

ができる。 

５ 本会に事務局を置き、事務局長は、事務局を組織し、本会の事務を処

理し統括する。 

６ 事務局次長は、事務局の局員として総務、企画、会計、広報及び親睦

の各事務を分担して事務局長を補佐し、事務局の運営にあたる。 

７ 幹事は、常任幹事、事務局長及び事務局次長を補佐し、必要に応じ本

会の運営に参画する。 

第１０条 役員の任期は、選任された年の４月１日に始まり翌年３月３１日ま

での１年とする。但し、再任を妨げない。 

２ 補欠又は補充によって選任された役員の任期は、前任者の残任期間

とする。 

３ 役員は、任期満了後も、後任者の就任するまで、その職務を行わな

ければならない。 

 

第四章 総会 

第１１条 本会は、年２回、５月及び３月に定時総会を開催する。但し、必要

があるときは、いつでも臨時総会を開催することができる。 
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第１２条 総会は、執行部会の決議を経て幹事長が招集する。 

第１３条 総会の議長は、幹事長がこれにあたる。 

第１４条 総会は次の事項を審議する。 

（１）規約の制定及び改廃 

（２）事務局長、事務局次長及び幹事を除く役員の選任 

（３）予算及び決算の承認 

（４）年会費の額の決定及び改定 

（５）その他執行部会からの付議事項 

第１５条 総会の議事は、出席者の過半数によって決する。 

 

第五章 幹事会 

第１６条 本会に幹事会を置き、幹事会は必要に応じ幹事長が招集する。 

第１７条 幹事会は、第７条の全ての役員を以て構成する。 

第１８条 幹事会の議長は、幹事長がこれにあたる。 

第１９条 幹事会は、次の事項を審議する。 

（１）日本弁護士連合会の会長並びに第一東京弁護士会の会長、副会長、

常議員会議長・副議長及び監事の推薦、その他これに準ずる重要人事

に関する事項 

（２）規則の制定及び改廃 

（３）意見書の採択 

（４）選挙対策に関する事項 

（５）その他執行部会からの付議事項 

第２０条 幹事会の議事は、出席者の過半数によって決する。 

 

第六章 執行部会 

第２１条 本会に執行部会を置き、幹事長、副幹事長、常任幹事、事務局長及

び事務局次長を以て構成し、必要に応じ幹事長が招集する。 

第２２条 執行部会の議長は、幹事長がこれにあたる。 

第２３条 執行部会は、次の事項を審議する。 

（１）総会の招集 

（２）総会に諮る議案の策定 

（３）その他本会の常務及び運営上必要な一切の事項 

第２４条 執行部会の議事は、出席者の過半数によって決する。 

 

第七章 委員会 

第２５条 本会には、執行部の諮問機関として、各種重要人事の候補者の人



- 4 - 

 

選・推薦等について審議する人事委員会を置く。 

第２６条 本会は、必要に応じて、執行部会の決議により執行部会が諮問する

重要事項を審議する特別委員会を置くことができる。 

第２６条の２ 本会は、必要に応じて、執行部会の決議により第３条に定める

事業を行うための委員会を置くことができる。 

第２６条の３ 本会は、幹事長の諮問機関として、本会が推薦する人事の候補

者の推薦等について発掘・募集および人選・審議する全期会推薦

人事推進委員会を置く。 

第２７条 委員会の委員は、執行部会が会員の中から選任する。 

第２８条 委員会毎の委員数は、６０人以内とする。 

  ２ 幹事長は、委員の中から、委員長１人、副委員長若干名を指名する。 

第２９条 委員の任期は、選任された日から１年とする。但し、再任を妨げな

い。 

 

第八章 顧問 

第３０条 本会に、顧問を置くことができる。 

第３１条 顧問は、執行部会が、第一東京弁護士会会長経験者、常議員会議長

経験者及び関東弁護士会連合会理事長経験者等の中から委嘱する。 

第３２条 顧問は、幹事会に出席し、本会の会務について助言をし、意見を述

べることができる。 

 

第九章 会計 

第３３条 本会の経費は、年会費、寄附金、事業収入及び資産から生ずる利益

その他の収入をもって支弁する。 

第３４条 資産の管理方法は、執行部会の議決により定める。 

第３５条 本会の会計年度は、４月１日にはじまり、翌年３月３１日までとす

る。 

第３６条 当該年度の予算が成立していないときは、幹事長は、予算成立の日

まで前年度の予算に準じ収入支出することができる。 

第３７条 予算及び決算は、毎年総会の承認を得なければならない。 

 

第十章 全期会旬和会 

第３８条 本会に、本会会員のうち毎年４月１日の時点において司法修習終了

後１５年未満の者により組織する全期旬和会を置く。 

２ 全期旬和会の目的、組織、運営に関する事項は、規則で定める。 
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附則 

１ 平成７年１０月３１日施行の第一東京弁護士会全期会規約（以下旧規約と

いう）は廃止する。 

２ 本規約は、平成１５年７月２４日から施行する。但し、本規約成立後最初 

に開かれる総会の議案は、旧規約に基づく代議員会がこれを定める。 

３ 最初に選任される役員の任期は、平成１６年度の定時総会の終了までとす

る。 

４ 平成１９年５月２９日 第７条の一部を改定する。 

５ 平成２０年５月２７日 第十章を追加する。 

６ 平成２７年５月２０日 第７条の一部を改定する。 

７ 平成２８年５月２０日 第７条の一部及び第２８条の一部を改定する。 

８ 令和３年１１月２６日 第２６条の２及び第２６条の３を追加する。 

９ 令和６年５月２３日  第７条の一部を改定する。 

１０ 令和７年１月３０日  第７条の一部、第１０条の一部及び第１１条の

一部を改定する。 

 


